
C

2023年度
都道府県消費者行政調査

報告
一般社団法人 全国消費者団体連絡会

地方消費者行政プロジェクト 事務局：菅原・大出
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「消費者の権利の実現とくらしの向上、消費者団体活動の活性化と

消費者運動の発展に寄与すること」を目的として活動

【会員団体】47団体 （2024年4月現在）
地域単位の消費者連絡組織 25 全国的消費者団体 14 消費者問題に関わる非営利組織 8

団体間で緩やかにつながりながら、消費者問題、食品の安全・表示、環境・エネ
ルギーなどくらしに関わる様々なテーマについて、国の審議会等への委員参加や意
見書の提出などを通して、消費者の立場から意見発信を進めています。
また、消費者団体をはじめ、専門家や行政などとのネットワークづくりや国際消

費者機構(CI)との連携、学習活動・政策提言・立法運動に取り組んでいます。

「全国消団連」の紹介
since 1956年～
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・2018年度から都道府県の消費者行政調査を毎年実施。

調査結果に基づき、国などに意見を提出。

・2024年2月21日提出 『地方消費者行政の充実・強化のための意見』

＜宛先＞内閣府特命担当大臣（消費者及び食品安全）、財務大臣、消費者庁長官、
内閣府消費者委員会委員長、国民生活センター理事長 3



１．地方版消費者基本計画について

■課題
情勢変化への対応（８県）
適切な指標設定・評価（６県）
その他（13県）・・住民になじみがない / 人的・時間的
余裕がない / 未達成の取組が進展しない / 他部署との連
携 / 計画策定が自己目的化する可能性 / 国の基本計画と
の策定時期のズレ ほか
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１．地方版消費者基本計画について
30 県が指標（数値目標・KPI）を立てている

指標数 （1県 平均14指標）
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１．国は、計画的な消費者施策の実施のため、

「地方版消費者基本計画」が策定されるように、

未策定の県と政令市に働きかけてください

加えて、計画の中に指標（数値目標・KPI）を

設定している事例についても

情報提供してください

地方消費者行政の充実・強化のための意見
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２．地域サポーターについて
サポーター、リーダー、協力員、見守り隊など、地
域や教育現場等での消費者教育、広報、啓発、見守
りなどに関わっていただくことを目的として、自治
体が養成・登録等を行っている消費者のこと

28 県が何等かの地域サポーター制度を持ち、
見守り、情報の周知、消費者教育の講師などの
役割を消費者が担っている

■一般消費者対象
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２．地域サポーターについて

■ 好事例

・一般の方から消費生活に関わる相談をされ、消費生活センターを紹介した。

・自主的に居住地域の集会等において悪質商法などの消費者トラブル情報や被害防止策について

情報提供・啓発する講義を実施した。

・県実施の出前講座において、寸劇などを用いて消費者トラブルについて分かりやすく啓発を行った。

・市主催の消費生活展での啓発活動の実施。

・市主催の消費者被害防止街頭キャンペーンへの協力。

・年金支給日に被害防止啓発活動。

・パンフレットなどを配付。 など 8



地方消費者行政の充実・強化のための意見

６．国は、地域での見守りや消費者教育の周知のためにも

地域サポーター制度の設置と活用を促進してください

      また、自治体の消費者行政担当職員の役割を再確認し、 

人事政策の中に消費者行政担当のフルタイム職員の

人材確保を位置づけ、見守り活動などの運営や関係団体

との連携を強化してください
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3．消費生活相談員について
39県で直接雇用（全て会計年度任用職員） 公募によらない再任用について 県内の区市町村の状況

■採用にあたっての課題
・採用可能な人数が少ない上、若手の有資格者はさらに少

ない。
・相談員の募集をしても応募がない。合格通知後に採用を

辞退されてしまう。相談員の高齢化。
・相談員の処遇を改善していくことや、相談員の仕事の魅

力、やりがいをどう発信していくかが課題。
・報酬等に関する事項。勤務日、勤務時間に関する事項。
・予算不足。県内における有資格者の状況が把握できてい

ない。
10



地方消費者行政の充実・強化のための意見

３．消費生活相談員の人材確保、

処遇改善は喫緊の課題であり、

国は人件費に関する財政支援の継続と、

働き方も含む抜本的な消費生活相談員の

採用政策をとりまとめてください
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４．消費者教育について
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４．消費者教育について
消費者教育コーディネーターは46県で設置

設置状況

県数

24

9

6

4

1

1

1

0

5

登録されている方（選択肢）

その他（会計年度任期職
員、現職教員、外部委託、
教師、元民間会社社員）

消費者行政担当職員

元教師

消費生活相談員 

消費者団体・NPO 関係者

元消費者行政担当職員

元消費生活相談員

元企業人

社会教育主事

県数

41

32

31

28

27

22

18

17

5

県内の消費者教育のニーズの把握

県の消費者教育に関わる方針・施策の立案・検討

県内の消費者教育の担い手の把握や育成

その他（地域の見守りネットワーク設置等未然防止の方策についての働きかけ等、食品ロス削減
の普及啓発事業、教材製作、消費者教育教材の開発及び活用促進、消費者教育教材、啓発資材の
作成）

実際行われている取り組み（選択肢）

小中高等学校における消費者教育実施のための情報発信、講師の調整等

大学等における消費者教育実施のための情報発信、講師の調整等

行政、教育機関、消費者団体、企業、その他関係団体間での消費者教育に関わる情報交換・共有

地域や企業において消費者教育を実施するための情報提供、講師の調整等

講師活動

県数

35

9

7

5

5

2

1

1

消費者教育・啓発用教材作成

教職員向け研修等

消費者教育推進協議会、消費者教育推進計画の策定支援

その他

役割として期待していること

教育委員会との連携、消費者教育普及啓発・調整、講座等

人材確保、育成

情報発信、情報交換、共有

消費者教育に関わる方針・施策の立案・検討 
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人数 1人 2人 3人 4人 5人 7人 8人 12人 14人 35人 記載なし

県数 28 6 2 2 1 1 2 1 1 1 1



地方消費者行政の充実・強化のための意見

５．若年層の消費者被害の未然防止のためにも、
国、自治体ともに早期からの消費者教育を
実践してください
国は、効果的な消費者教育のために消費者
教育コーディネーターの複数配置のための
予算措置に取り組んでください
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５．消費生活相談のDX化について

消費生活相談デジタル・トランス
フォーメーションアクションプラン
2023より（2023年７月消費者
庁・国民生活センター）

期待される効果が得られるとすれば、
消費生活相談が抱える問題は解消さ
れるか？
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５．消費生活相談のDX化について
県数

11

10

8

7

5

2

2

3

相談者対応

その他（自治体の意見を聞く機会がな
い、広域連携の懸念、相談の振り分け）

感想・意見（テーマ分類）

財政支援

消費生活相談員の体制

スケジュールに関して

国の支援

体制の懸念

不明点が多く、具体案を示してほしい
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■感想・意見

・計画が抽象的。現状では自治体は動きようがない。より迅速に具

体案を示してほしい。

・どのように進めていくのか。今後の取り組みの見通しが立たない。

・DX 化のような大きな変革を自治体に求めるのであれば、担い手

確保のような課題解消も含め国による財政支援は必須。

・相談員の処遇改善など財政的負担を軽減する方策がなければ円滑

に移行できない。

・具体的な内容とスケジュールを示してほしい。

・国が積極的に関与し、リーダーシップをとってもらいたい。

・自治体間の協力体制の構築においては、自治体の意見を聞きなが

ら十分な検討をお願いしたい。

・高齢者からの相談件数が多く、一元化したポータルサイトからの

相談への移行は困難。

・消費者庁はこれまで説明会の開催のみで、自治体の意見を聞く機

会を設けないまま検討を進めている。



地方消費者行政の充実・強化のための意見

２．消費生活相談のDX化について、国は現場の
状況を把握し、自治体の意見を丁寧に聞いて、
コミュニケーションの強化を図り、速やかに
情報提供・共有をしてください
併せて、DX 化による変更が、相談者（消費者）
の利便性に繋がるよう、
消費者への周知と意見の聞き取りをしてください
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６．地方消費者行政強化交付金の活用について
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４．国は、地方消費者行政強化交付金について、

自治体のニーズを把握し、

   活用しやすい事業メニューにしてください

地方消費者行政の充実・強化のための意見
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7．要望について
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■要望

・相談体制機能の維持に加えて、地方の実情に応じた取組が継続的に実施できるように地方消費者行政強化

交付金を継続的かつ安定的な制度とする。

・地方消費者行政が後退しないよう、財源の確保や、補助率の嵩上げなど制度の改善を図るとともに交付金

制度に係る事務の負担軽減について、御検討いただきたい。

・強化事業のおける補助率（2 分の1 又は3 分の1）要件の撤廃。

・推進事業の交付金を活用期間終了後も恒久的に継続。



地方消費者行政の充実・強化のための意見
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１．国は、計画的な消費者施策の実施のため、「地方版消費者基本計画」が策定されるように、未策定の県と政令市に 

働きかけてください

加えて、計画の中に指標（数値目標・KPI）を設定している事例についても情報提供してください

２．消費生活相談のDX 化について、国は現場の状況を把握し、自治体の意見を丁寧に聞いて、コミュニケーションの強

化を図り、速やかに情報提供・共有をしてください

併せて、DX 化による変更が、相談者（消費者）の利便性に繋がるよう、消費者への周知と意見の聞き取りをしてくだ

さい

３．消費生活相談員の人材確保、処遇改善は喫緊の課題であり、国は人件費に関する財政支援の継続と、働き方も含

む抜本的な消費生活相談員の採用政策をとりまとめてください

４．国は、地方消費者行政強化交付金について、自治体のニーズを把握し、活用しやすい事業メニューにしてください

５．若年層の消費者被害の未然防止のためにも、国、自治体ともに早期からの消費者教育を実践してください

国は、効果的な消費者教育のために消費者教育コーディネーターの複数配置のための予算措置に取り組んでくだ

さい

６．国は、地域での見守りや消費者教育の周知のためにも地域サポーター制度の設置と活用を促進してください

  また、自治体の消費者行政担当職員の役割を再確認し、人事政策の中に消費者行政担当のフルタイム職員の人材

  確保を位置づけ、見守り活動などの運営や関係団体との連携を強化してください
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ご清聴ありがとうございました
とうございました

2023年度「都道府県の消費者行政調査
報告書」をデータで提供いたします

うhttps://www.shodanren.gr.jp/Annai/835.htm


